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調査概要

2早稲田大学マニフェスト研究所

調査方法等
全国1788自治体（都道府県・市区町村）の人事・総務担当に対し、①人事・
総務担当1039自治体へメール、②全自治体へはがきにて依頼文を送付。ウェ
ブフォームにより回答を収集。

調査期間
2024年8月5日(月)～9月20日(金)

有効回答数
652回答（回答率 36%、都道府県：55％、政令市：85％、一般市：49％など）

調査項目
人事施策のうち、①採用・人材確保、②人事異動、③研修・人材育成、④人
事評価、⑤首長経営層の関わり、⑥HR-Tech、⑦その他（問題・課題）、につ
いて全47問を聞いている。

調査監修
獨協大学法学部長　大谷 基道教授（地域総合研究所 所長）



早稲田大学マニフェスト研究所からの問題提起
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● 上位自治体は、人事評価を「人材育成」のツールの１つとして運用
している。制度の工夫のうえで「人材育成に活用」していると回答
しており、さらに多面評価など、被評価者や、評価者自身の意識や
行動を振り返ることができる制度の導入も多い。面談目的ではな
く、キャリア成長のための1on1を導入する自治体もある。

● どのような制度なら職員のモチベーションを高め、業務の効果性・
効率性を高められるかを検討してほしい。

● 評価制度を工夫することで組織風土への良い影響が期待される一
方、評価者の業務が増え、給与・処遇の法知識や評価運用・管理の
手間など多くの影響範囲が想定される。

● 適切な運用と成果創出に向けて、システム化など手間軽減も含めて
他自治体の事例、民間企業にも視野を広げて真似してほしい。

【キーワード】処遇反映と人材育成、1on1（ワン・オン・ワン）
　　　　　 評価結果のフィードバック、業務のシステム化

早稲田大学マニフェスト研究所



獨協大学・大谷基道教授のコメント

4早稲田大学マニフェスト研究所

人事評価は処遇への反映のほか、人材育成にも活用すべきものであ
る。
職員の能力の現在地を把握し、足りない部分を研修等で補う。
現在地が不明では、どんな研修を受けるべきかも判断できない。
それにもかかわらず、人材育成に活用している自治体は半数程度に
とどまっている。
今どきの若者は「自分が成長できる職場」を望んでおり、「人材育
成に注力していない」と思われると採用が極めて困難になる。
まずは人事評価を人材育成に可及的速やかに活用することが期待さ
れる。

「人事評価は人材育成の出発点」
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人事評価ランキングTOP5　設問34～37

※多面評価…上司から部下の評価だけでなく、部下・同僚・他部署など複数人で評価を行う手法。360度評価とも呼ばれる。
※1on1（ワン・オン・ワン…定期的に部下と上司が1対1で行う面談・対話。主に部下の成長やキャリアアップを支援する目的で行われる。

● 早稲田大学マニフェスト研究所独自の採点方法でランキング化したもの
● ランキング上位の特徴を取り上げ、全国自治体での底上げをすることを目指してお

り、上位団体のみを公表



6

人事評価ランキングTOP5　分析 
● ランキング上位の多くで「1on1など多様な面談」や「多面評価の

導入」「人材育成に評価結果を活用」が共通項。
● 従来の「上司から部下」の人事評価では、上司の属人的・恣意的

な評価が懸念される。上司に限らず、同僚や部下など多様な評価
を受けることで、評価の信頼性や納得感を高めることができる。

● なお、この言葉には「部下から上司への評価」との側面もあり、
管理職のマネジメントについて、部下からの評価を気づきのきっ
かけとして受取り、意識や行動の変容も期待されている。

● 一方、部下からの評価が「人気投票」になってはいけない。処遇
に反映されると上司が部下の指導をしづらくなるなど、どの評価
でも評価の質が問われる。

● また、多面評価によって運用管理、作業が煩雑になるし、小規模
組織だと職員が数名だと機能せず、部下は本音が言えなくなる。
一般的な人事評価の質を高めるという道もあるので、自身の組織
規模や人員・風土にあった評価と活用が検討されるべき。
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事例紹介①：熊本市

【今年度の目標設定を旧年度から実施】

● 従来の目標設定は新年度4月から行われることが通例。ただ、新任
課長や担当者が精度の高い目標を設定することは難しく、期首面談
における課題の１つといえる。

● 熊本市では、部長が課長のマネジメントを支援し、俯瞰的な視点や
中期的・広範囲の人材マネジメントの機能発揮と業務の円滑化を目
的として、各部長を中心に「次年度の局・部・課の組織目標」を
「旧年度中」に設定している。旧年度に業務を推進し課題や進捗を
熟知した職員が次年度目標を設定することで、精度の高い目標設定
とスピード感をもった業務推進を図っている。

● 人材育成基本方針の改訂後、管理職への意識づけとして事務決裁訓
令に「人材マネジメント」に関する役割分担を明示、研修も提供。
部長層が組織づくりにコミットできる権限を徐々に拡大している。

管理職は職によって給与水準があり、「役職者が誰でも、同じ目標を設定する」とい
う、本来の公務員制度上の考え方に合致する取組であると評価できる。



早稲田大学マニフェスト研究所  

人事評価の目的について①

「人事評価は、導入すること自体が目的ではなく、
職員のモチベーションを高め、組織全体の公務能率
の向上につなげていくため、評価結果の活用を通
じ、人材育成につなげていくことが重要です」

総務省R6/12/26通知より
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処遇への反映はおこなわれているが、上記のように指摘が入る現状
→制度導入時点で以下４つが説明されていた（大谷教授提供資料より）

【制度の目的としての想定】
1. 能力本位の任用
2. 勤務成績を反映した給与
3. 厳正、公正な分限処分

　　→能力・実績に基づく人事管理の徹底

4. 効果的な人材育成
　　→職員の能力向上、効率的な業務遂行

「地方公共団体における人事評価結果の活用について」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000984912.pdf



早稲田大学マニフェスト研究所  

人事評価の目的について②
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現在の人事評価に関連した施策はどんなことが行われているか？
評価導入や人事管理のみならず、どのような工夫があるか？

【調査項目】
1. 面談実施時期（期首・期中・期末）
2. 現在の人事評価の活用／今後活用したい内容
3. 人事評価に関連する取組の詳細
4. 工夫された取組や事例の自由回答

さらに以下の活用も
● コミュニケーション・

ツール
● 継続的な組織業績の達成
● 組織の変革
● 人事政策立案の基礎デー

タの蓄積
（大谷教授提供資料より）
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Q37 人事評価でどのようなことを実現できているか？

) 

早稲田大学マニフェスト研究所

● 設問37「人事評価の取組」でもっとも多かったのは「評価結果により昇任・昇給
に差がつくことで職員のモチベーション向上」が32.7％で1位だった。

● 従来の評価手法を改めて「多面評価（360度評価）」を導入しているのは6.0％
（37件）。

● 一方、「取組みはない」との回答は22.2％。少なくとも上記のような対応をして
いない団体が一定数ある。
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個別の人事評価施策分野
の分析
設問34～36
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Q34 人事評価の個別面談の頻度

早稲田大学マニフェスト研究所

● 総務省「人事評価実施要領（運用の手引き）」で示されているとおり、人事評価制度を
導入している以上、少なくとも目標設定の「期首面談」と、結果開示の「期末面談」の
実施が想定されるが、いずれも9割程度にとどまっている。

● 期間中に意識合わせや調整をする「期中面談」の実施は60.0％だった。
● さらにキャリア支援を主な目的として随時実施される「1on1」も7.7％（48件）と一定数

あった。評価を目的とせず1対1のコミュニケーションを狙いとする「1on1」が広がるこ
とは望ましいといえる。

● 期の途中で前提が変わったり、達成度合いの調整が必要なこともあり期中面談は効果的
といえる。また、期中面談をやらずに、12月の勤勉手当にどう反映しているのか？とい
う疑問は残る。
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Q35-36 「現在」と「今後」人事評価の活用
) 

早稲田大学マニフェスト研究所

● Q35「現在の人事評価の活用」では、「勤勉手当への活用」は8割超えで多数。なお、令
和6年度から会計年度任用職員へ勤勉手当の支給が開始され、人事評価結果の反映も求
められている。

● Q36「今後」と設問35「現在」の差に着目すると、「人材育成」「分限への活用」の
ニーズは一定程度ある。

● 一方、「活用したいものはない」という回答も5％程度あるが、すでに活用しているた
め「これ以上活用したいものはない」という意味合いで選択している可能性がある。
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工夫された取組の紹介

設問38



Q38 工夫された取組の紹介と自由回答の抽出

15早稲田大学マニフェスト研究所

● 大きく分けて「多面評価」「成長や気づきを促すフィードバック
の場の設定」「目標設定や項目の工夫」「その他」、さらに運用
のシステム化についても事例が集まった。

● 評価結果の評価検証に、外部人材が関わってもらう事例があっ
た。さらに評価面の強調より、人材育成やコミュニケーションの
場として位置付ける自治体も多くあり、目標設定やフィードバッ
クなどの面談を重視する団体や、評価者、被評価者の自己理解・
相互理解に役立てる取り組みもあった。

● 一方、評価の活用が進んでないとする回答も一定数あった。
● 具体的には「活用が進んでおらず、職員組合と協議中」「令和５

年度より本格スタートしているが評価者、被評価者それぞれの理
解、定 着がまだ足りていない。活 用できるまでまだ時 間がかか
る」「評価者の評価が甘くなりがちであり、正当な評価に繋がっ
ているか非常に疑問」「人事評価は、形骸化しているが、どうせ
やるならきちんと人材育成に繋がるものとしたいため、工夫をし
ていきたい」といった現場の生の声もみられた。
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自治体名:取組の特徴１（自由回答を要約・抜粋）

早稲田大学マニフェスト研究所
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自治体名:取組の特徴２（自由回答を要約・抜粋）

早稲田大学マニフェスト研究所
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事例紹介②：町田市

【目標設定を前年度から実施／部下の評価結果を上司が見ることができる】

● 人事評価を「庶務事務システム」というイントラネットに挙
げて、公表している。

● これは、職員自身の評価が見られるようになっていると共
に、上司が部下の評価を管理するシステムとなっており、期
初、期末の1対1面談に役立てている。

● 上司に異動があった場合、申し送り以外に、このシステムの
引継ぎもあり、自分の部下が前年度どのようなパフォーマン
スをしてきたか見ることができる。

● この情報を元に部下の強み、改善点を探り、次年度の目標設
定に活用する。期末面談では目標と業務を振返り、その情報
を元に職員の育成に役立つようにしている。
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事例紹介③：深谷市

【業績評価をチーム（係）評価で運用】

● 「業務はチームで行うもの」という考え方のもと、業績評価
をチーム（係）評価により運用。

● 市では係制（係単位）を採用しているが、係長が係員との意
思疎通、上司と課題感を共有し、期首設定時に協議のうえで
目標を設定。

● 際立った業績を上げた人は、行動面から人材評価（能力評
価）のほうでも評価に反映。業績評価において、内容によっ
ては係員で関与が異なる場合にも一律に評価に反映される、
といった課題はたしかにある。

● 近隣にも同様の例がないと把握。大谷教授によると、アメリ
カの自治体で同様の事例を見たとのことで、むしろ「大部屋
主義」の日本のほうが「チーム評価」運用は馴染むのでは、
とのコメントあり。
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自治体名:取組の特徴３（自由回答を要約・抜粋）

早稲田大学マニフェスト研究所
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事例紹介④：富士宮市

【評価の妥当性を検証する会議の開催】

● 職責に見合った目標を立てているか、客観的に見て評価者が行っ
た評価が妥当かの検証、部署ごとでの評価のばらつきをなくすた
め、外部講師による会議を年度の始めと終わりの２回実施。

● 人事評価制度導入当初（平成29年）からこのような仕組みを導
入。当初から大学の専門家を招いて年2回継続して実施している。
1週間程度の期間で日程を分けて実施。

● 人事課でピックアップしたものを中心に検証対象としている。年
度初めでは評価のあり方についてのレクチャーを受け、年度終わ
りでの会議で講師から評価の妥当性や部署を俯瞰して見た時の評
価のばらつき（全体感）等について協議する。

● 職責にあった目標設定のあり方や業績評価シートの書き方（曖昧
な表現になっていないか？）などを踏まえ検証する。

● 会議の出席者は、一次評価者（課長級）、二次評価者（部長
級）、人事課担当者。
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その他取組の特徴４（自由回答を要約・抜粋）

早稲田大学マニフェスト研究所

【面談の工夫】
岩手県・一関市・進捗面談を行うことにより、評価
者から被評価者へ改善点などを伝え、被評価者
の育成に繋げている
群馬県・渋川市・期首・期中・期末・育成の４つの
面談を重視し、人材育成のための人事評価であ
ることを職員へ周知
兵庫県・南あわじ市・1次評価者の評価を重視す
る方針を共有している。（被評価者にとって最も
身近な存在からの評価であるため）
香川県・宇多津町・人事評価は人材育成に重き
を置いているため、面談に重きを置いている。ま
た、評価を点数化し、勤勉手当、昇給などに反映
する場合に細かく設定することにより、前年度と
の比較についても納得しやすい状況になってい
ると思われる。
宮崎県・都城市・評価者と被評価者が、仕事の
成果やそのプロセスについて、十分なコミュニ
ケーションを図り、継続的に業績を達成するため
に、面談に重きを置いている。面談を通して評価
の納得性を高めるとともに能力開発の課題を検
討し、人財育成に役立てている。

【コミュニケーションの場】
岩手県・岩手町・業務の面ではもちろんのこと、個人的な
部分（家庭のことや自身の体調のこと等）に関しても、所属
長と情報を共有するためのコミュニケーションの場として活
用
福島県・田村市・賞罰や処遇反映よりも「人材育成のため
のコミュニケーションツール」としての機能に重きを置き、
期首・期末の面談とフィードバックを最も重視
静岡県・裾野市・面談の場を、上司・部下のコミュニケー
ションツールとして捉えている
兵庫県・川西市・年３回の面談を重視し、職員同士のコミュ
ニケーションツールの１つとしている
福井県・坂井市・コミュニケーションの向上のため中間面
談を実施
大分県・杵築市・上司と部下のコミュニケーションツールの
一つとして面談を重視
長崎県・南島原市・課内のコミュニケーションを大切にして
おり、期首、期末、フィードバックの面談の機会を大切にす
るように管理職に伝えている。必要に応じて中間面談も行
われており、課内のコミュニケーションの手段として活用
長崎県・新上五島町・フィードバックを行うことにより人材
育成に繋げている
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その他取組の特徴５（自由回答を要約・抜粋）

早稲田大学マニフェスト研究所

【評価期間】
北海道・芽室町・評価期間を上期・下期に分けて、
目標設定及び自己評価、第１次並びに第２次考課
者評価を実施している。行動目標・業務目標の振
り返りや期待する目標達成度について、考課者・
被考課者間で共有する。
茨城県・茨城県・技能労務職員、派遣職員を除き
年２回の評価を実施しており、期首期末の面談を
通じて人材育成に活用するとともに、勤勉手当に
反映することで職員のモチベーション向上に繋げ
ている。
佐賀県・玄海町・職員のモチベーション向上に寄与
するため、人事評価を年２回に分けて実施してい
る。

【面談の義務化】
神奈川県・藤沢市・2024年度（令和6年度）から評
価者・被評価者間の期首・期中・期末の面談を義
務化した。義務化により、評価者の負担の増大が
懸念されたことから、各面談の流れや確認すべき
事項、時間配分や面談時に使用できる手元メモ用
のフォーマットをまとめたガイドラインを作成

【システム化／新たなシステム化】
東京都・三鷹市・（令和６年４月より）・新しい人事考課
システムを利用し、効率的な人事評価の実施を目指
している。・より適正な人事評価を実施するため、評価
要素及び評価段階の見直しを図った。
奈良県・奈良市・・人事考課をシステム化（タレントマ
ネジメント）・「目標設定みんなでやろうデー」「おたす
けシート」などを設定、人事評価への理解に努めてい
る・制度改正（成績率をゆるやかに、考課ランク６段階
など）
山口県・周防大島町・令和６年度で人事評価システム
を構築し、令和７年度から運用する予定。これにより、
自分の評価がフィードバックされる仕組みができる。
佐賀県・武雄市・目標の共有及び面談の記録を引き
継げるようシステムを導入。

【評価の工夫】
鹿児島県・鹿児島市・管理監督職の業務マネジメント
向上のため、係長以上の職員は「マネジメントチェック
表」を作成し、面談を行い、それをもとに１次評価者
（課長以上）は人事評価に反映
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ご案内

早稲田大学マニフェスト研究所

【今後の予定】テーマ別分析を月1回公開　
　≫次回2月「人事異動・適材適所」 3月「都道府県別の傾向」

内調査結果については、下記ウェブサイトで随時更新します。
お気づきの点がございましたら、下記までご連絡ください。

早稲田大学マニフェスト研究所
組織人材マネジメント調査 結果公表ページ

https://maniken.online/jinji/
調査結果の活用の際は、下記のように引用元を明記ください。

「早稲田大学マニフェスト研究所 組織人材マネジメント調査2024」
また、お手数ですが下記までご一報ください。

【取材のお申込み・問合わせ先】
早稲田大学マニフェスト研究所　担当：青木、山内、松本

正確にお答えするため、お手数ですが、下記のウェブサイトお問い合わせフォームよ
りご連絡ください。
https://maniken.online/jinji/contactus/  電話：03-6709-6739

https://maniken.online/jinji/
https://maniken.online/jinji/contactus/

